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社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 第４次強化発展計画（令和２～６年度）体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 重点項目 

１ 地域福祉活動の推進 

(1)市町社協活動の推進 

(2)地域づくりネットワーク活動の推進 

(3)民生委員・児童委員活動の充実 

(4)ボランティア・市民活動の推進 

(5)高齢者等の社会参加促進 

２ 生活支援・権利擁護の推進 

(1)権利擁護機能の強化 

(2)総合相談機能の充実 

(3)生活困窮者等自立支援の推進 

(4)福祉サービス評価事業の推進 

３ 福祉人材支援体制の充実 

(1)福祉人材確保・定着の促進 

(2)福祉人材育成・資質向上の促進 

(3)事業者支援体制の充実 

(4)種別協議会・団体等の活動支援 

４ 災害支援体制の構築 

(1)被災者生活再建の推進 

(2)災害支援ネットワークの強化 

(3)人材確保・育成の強化 

(4)事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 

５ 組織・経営基盤の強化 

(1)法人組織機能の強化 

(2)職員育成・環境整備の強化 

(3)情報収集・発信機能の強化 

(4)経営・財政基盤の強化 

 

基本理念 

民間の地域福祉推進団体として、地域住民や市民活動団体等との密接な連携のもと、「自立・ 

共生」を活動の柱に福祉サービス利用者の自立支援を保障し、かつ県民の福祉環境・福祉文化 

の構築を目指す。 



社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 令和６年度 事業計画 
 

１ 事業の基本的考え方と情勢認識 

  本会の中期計画である「第４次強化発展計画」に基づき、基本理念である「県民の福祉環境・福

祉文化の構築」を目指し、５つの基本目標に整理した事業を推進する。 

 

（１）令和６年１月１日に発生した能登半島地震では、石川県を中心に富山県、新潟県、福井県に甚

大な被害が発生している。災害救援から復旧・復興に向けては長期間にわたる支援が必要となるこ

とから、関係者と連携し支援を継続する。 

 

（２）団塊の世代が 75歳以上の後期高齢者となる「2025年問題」が目前に迫り、全産業における人

手不足が進む中、福祉の担い手不足は特に深刻であり、経営基盤が揺らぐ事態となりつつある。福

祉人材センターの機能強化、福祉・介護の仕事の魅力発信、社会福祉法人や施設との連携強化等、

福祉人材確保に向けた取り組みを積極的に推進する。 

 

（３）内閣官房が所管する「全世代型社会保障構築会議」では、改革の道筋が示され、地域共生社会

の実現を図るための取り組みとして、「重層的支援体制整備事業の促進」「多様な専門性や背景を持

つソーシャルワーカーの確保・活用」「複数の分野にわたる専門的知識を習得できるような工夫」

「住まい支援の強化」等が掲げられており、この点を意識しながら事業の充実を図る。 

 

（４）近年、社会福祉法人、施設、事業所、社協等で虐待・人権侵害事案や不祥事が相次いでいる。

研修事業等を通じた福祉従事者の人権意識・コンプライアンスの徹底とともに、福祉サービスの質

の向上を図るため、第三者評価事業や苦情解決体制の整備、自己点検ツールの利用促進等を図る。 

 

（５）福祉ニーズ、生活課題が複合化、深刻化する中で、高齢者等の困窮や住まいの確保の困難さ、

孤立・孤独問題、行方不明となる認知症高齢者の増加等、従来の福祉の枠組みでは十分な対応が困

難な課題のある方々が増加し、包括的な支援体制の構築が急がれている。そのため、社協、社会福

祉法人・施設、民生委員・児童委員、ＮＰＯなど、地域の福祉関係者のつながりを強化し、地域特

性に応じた連携・協働に基づく支援体制づくりを推進する。 

 

２ 事業計画概要 

（１）地域福祉活動の推進（基本目標１） 

  ①地域共生社会の実現に向け、多機関との協働による県域ネットワークの包括的支援体制を構

築し、生活課題を住民とともに解決する「連携・協働の場」を作る。中間支援組織やボランテ

ィア等の担い手を養成するとともに、多様な担い手と連携し、福祉学習等を推進する。 

 

  ②研修及び計画策定支援等の市町社協支援を強化するとともに、市町域における社協と社会福

祉法人等の連携を支援し、地域に必要な社会資源の開発や地域貢献事業を推進する。 

 

 



（２）生活支援・権利擁護の推進（基本目標２） 

①福祉サービス利用援助事業の充実・強化と成年後見制度の利用促進、法人後見事業の拡充等を

行い、権利擁護の推進や後見人の担い手の養成に努める。 

 

②生活福祉資金特例貸付の償還猶予や償還免除の適正な事務処理等を行うとともに、貸付終了

後の生活支援について、行政機関、市町社協や生活困窮者支援機関等との連携強化を図る。ま

た、市町社協や協力企業等と連携し、食糧提供や入居債務保証等を行うため、生活困窮者支援

ネットワークの拡充を目指す。 

 

（３）福祉人材支援体制の充実（基本目標３） 

①福祉人材を確保するため、幅広い年齢層や多様な人材を呼び込む方法として、動画やＳＮＳ等

を駆使して福祉の仕事の魅力発信を積極的に行う。また、求職者・求人事業所との信頼関係を

より緊密化し、きめ細かなマッチングを心掛けるとともに、退職共済支援事業及び福利厚生事

業の充実等を図り、仕事へのモチベーション向上や離職防止・定着促進に努める。 

 

  ②介護職員の負担軽減とケアの質向上を進めるため、介護ロボットの相談窓口を設置するとと

もに、常設展示や介護施設等への試用貸出を実施し、介護ロボット及びＩＣＴ化の普及を促進

する。また、介護実習・普及センターでは、持ち上げない・引きずらない介護を行うノーリフ

ティングケアの普及啓発を行い、利用者・介護従事者双方の安全・安心を確保するとともに介

護従事者にとって健康で働きやすい職場環境整備を促進する。 

 

③全社協、県及び各種別協議会等との連携を深め、高齢者・介護、子ども・子育て、障がい関係

施策、生活保護制度や生活困窮者支援制度の見直し等に関する情報収集・提供に努める。 

 

（４）災害支援体制の構築（基本目標４） 

①災害対策のみならず、平時から県域・市町域、関係団体と情報を共有して、多者連携による地

域支え合い・災害支援ネットワークを構築する。 

 

②能登半島地震への支援として、災害ボランティアセンター運営、被災地社協支援、特例貸付実

施にかかる応援職員の派遣、避難所の支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）及び被災地

施設への応援職員派遣調整、被災地の状況に関する情報発信等、長期的に支援を実施する。 

 

（５）組織・経営基盤の強化（基本目標５） 

①地域福祉を推進する組織として、第４次強化発展計画を着実に実行するとともに、職員の確

保・育成・定着に取り組む。また、経営組織のガバナンス強化及び財務規律に沿った財政管理

に取り組み、安定的かつ継続した組織運営が可能な経営基盤強化を行う。 

 

  ②効果的かつ迅速な広報を目指し、ホームページや機関誌、ＳＮＳ等を活用した情報提供に努め

るとともに、新たな形の広報を検討する。 

 



①

②

③

④

⑤

(1) (1)-① 市町社協トップミーティング

(1)-② 市町社協事務局長会議

(1)-③ 市町社協法人運営研修会

(1)-④ 市町社協コミュニティソーシャルワーク実践研修会

(2) (2)-① 市町社協育成助成事業

(2)-② 市町社協基礎調査事業

(2)-③ 市町社協相談・訪問・情報提供事業

(2)-④ 職員研修派遣事業

(1) (1)-① 包括的地域福祉推進ネットワーク会議

(1)-② 重層的支援体制整備に向けた研修会

(1)-③ 包括的支援体制構築アドバイザー派遣

(1)-④ 小地域連携支援事業

(1)-⑤ 孤独・孤立対策緊急総合支援事業

(2) (2)-① 第72回愛媛県社会福祉大会

(3) (3)-① 愛媛まごころ銀行運営事業

(4) (4)-① 交通災害遺児支援事業

(1) (1)-① 民生委員・児童委員互助事業

(1)-② 民生委員・児童委員共励事業

(1) (1)-① ボランティアコーディネート力向上研修会

(1)-② ボランティア組織連絡会・交流研修会

(1)-③ 中間支援組織連絡会・交流研修会

(1)-④ 福祉学習推進研修会

(1)-⑤ 災害ボランティアセンター中核スタッフ養成研修

新規 (1)-⑥ 地域協働型災害ボランティアセンター研修

(1)-⑦ 運営委員会・プロジェクト委員会

(1)-⑧ ボランティア・市民活動情報収集提供事業

(1) (1)-① 全国健康福祉祭派遣事業（ねんりんピック）

(1)-② 高齢者大学校開設事業

(2) (2)-① 明るい長寿社会づくり推進機構運営事業

重点項目（５）　高齢者等の社会参加促進

実施事業 具体的事業

生きがいづくり推進事業

推進機構運営事業

民生委員・児童委員互助共励事業

重点項目（４）　ボランティア・市民活動の推進

実施事業 具体的事業

ボランティア・市民活動センター事業

地域福祉推進事業

社会福祉大会事業

まごころ銀行運営事業

交通災害遺児支援事業

重点項目（３）　民生委員・児童委員活動の充実

実施事業 具体的事業

実施事業 具体的事業

市町社協役職員研修事業

市町社協経営支援事業

重点項目（２）　地域づくりネットワーク活動の推進

実施事業 具体的事業

重点項目（１）　市町社協活動の推進

独・孤立等の新たな地域の福祉ニーズや生活課題、被災時に増大化したそれらの問題を４者連携の枠組みを通じて地域住民等が主

体的に解決することができる環境整備に努め、重層的な相談支援体制の整備を推進する。

住民から信頼され、住民に寄り添った民生児童委員活動の充実強化を図るため、研修等を通した人材育成に努める。

社会福祉法人の「地域における公益的な取組」の拡充に向け、市町域における社協と社会福祉法人等の連携を支援するとともに、

県域でのネットワークの構築を図り、地域に必要とされる新たな社会資源の開発や地域貢献事業を推進する。

県域の中間支援組織として連携・協働の中核機関となるボランティア・市民活動センターの機能を十分に発揮しながら、様々なボ

３　事業方針

基本目標１　地域福祉活動の推進

取組方針
全社協「福祉ビジョン2020」が示す21世紀における「地域共生社会」及び持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の「誰一人取り残さな

い持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現に向け、ともに生きる豊かな地域社会づくりを推進する。

「地域共生社会」の実現に向けて多機関の協働による包括的な支援体制を構築するとともに、コロナ禍で顕在化した生活困窮や孤

ランティア団体や主体性を持った市民活動団体等と協働するプラットフォームづくりの推進を図り、「災害福祉支援センター」の

設立や福祉学習の推進などの充実を目指す。



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

(1) (1)-① 福祉サービス利用援助センター事業

(1)-② 契約締結審査会

(1)-③ 専門員連絡会

(1)-④ 専門員・生活支援員研修会

(2) (2)-① 法人後見推進研究会

(2)-② 成年後見利用促進専門職団体協議会

(2)-③ 成年後見利用促進実務研修・検討会

(2)-④ 成年後見利用促進アドバイザー派遣

(2)-⑤ 意思決定支援研修

新規 (2)-⑥ 後見人担い手養成研修

(2)-⑦ 法人後見受任社協等との連絡会議

(1) (1)-① 苦情解決事業

(1)-② 運営監視事業

(2) (2)-① 高齢者相談事業

(2)-② 高齢者虐待対応職員研修事業

(2)-③ 現任介護サービス相談員研修事業

(1) (1)-① 地域生活定着支援センター事業

(1)-② 被疑者等支援業務（入口支援事業）

(2) (2)-① 愛の基金貸付事業

(3) (3)-① 生活困窮者自立相談支援制度人材養成研修（後期研修）

(3)-② 生活困窮者自立支援研修会

(3)-③ 生活困窮者自立支援事業ネットワーク会議

(3)-④ 生活困窮者等入居債務保証支援事業

(3)-⑤ 生活困窮者緊急食糧支援ネットワーク事業

(3)-⑥ えひめ子ども支援ネットワーク会議

(3)-⑦ えひめ子育てネットワーク形成事業研修会

(4) (4)-① ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

(5) (5)-① 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業

(6) (6)-① 生活福祉資金貸付事業

(7) (7)-① 要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業

(8) (8)-① 臨時特例つなぎ資金貸付事業臨時特例つなぎ資金貸付事業

愛の基金貸付事業

生活困窮者等支援事業

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業

生活福祉資金貸付事業

要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業

高齢者権利擁護事業

重点項目（３）　生活困窮者等自立支援の推進
実施事業 具体的事業

地域生活定着支援センター事業

法人後見支援センター事業

重点項目（２）　総合相談機能の充実
実施事業 具体的事業

運営適正化委員会事業

地域密着型サービス外部評価事業と福祉サービス第三者評価事業の評価を希望する施設・事業所の確保に努めるとともに、調査員

の養成を図り、適切かつ公正で質の高い評価の実施に努める。

重点項目（１） 権利擁護機能の強化
実施事業 具体的事業

福祉サービス利用援助センター事業

への周知と理解促進を図る。

生活福祉資金各種貸付等により借受世帯に対する中長期的な生活支援を行うほか、新型コロナウイルス感染症に伴う生活福祉資金

特例貸付の償還免除や償還業務等による適正な債権管理と借受世帯へのフォローアップ支援・自立支援を両立させるため、市町社

協や市町生活困窮者自立支援機関等との連携を強化し、市町社協の人員体制の整備を図るとともに、事務処理等の効率化に努める。

ひとり親やワーキングプア等により子どもの貧困が顕在化されている中、子どもや家庭を取り巻く課題を把握・整理し、新たな社

会資源の創出や情報提供のあり方を検討するとともに、支援団体の育成や団体間のネットワークづくりに努める。

県委託事業である「生活困窮者自立相談支援制度人材養成研修（後期研修）」や独自事業である「生活困窮者自立支援研修会」、

生活困窮者自立支援事業ネットワーク会議等を通して、人材養成や広域での社協間連携、行政・他団体等との連携・協働活動を強

化する。また、窮迫した生活困窮者に対する緊急食糧支援について、賛同企業等の新規開拓や食糧支援を行う民間活動団体等との

連携を図るなど、支援の充実に努める。

賃貸住宅に入居する際の入居保証人の確保が困難な生活困窮者等に対し、本会が法人として入居保証人となる入居債務保証支援事

業が、一つの生活困窮者支援ツールとして県内に広がるよう、不動産媒介業者等と連携し、市町行政や市町社協、居住支援団体等

取組方針
福祉サービス利用援助事業や成年後見制度の利用促進のため、「第二期成年後見制度利用促進基本計画」に基づく取り組みを実施

するとともに、中核機関や地域連携ネットワークと協働しながら、権利擁護の推進や担い手の育成に努める。

高齢又は障がいにより福祉的支援を必要とする刑余者支援業務について、刑事司法関係機関及び福祉関係機関との連携・協働を一

層強化するとともに、刑事司法手続きの入口段階にある被疑者等支援業務についても、検察庁及び関係機関との連携を密にし、地

域生活定着支援センターの適正な事業実施に努める。

基本目標２　生活支援・権利擁護の推進



(1) (1)-① 外部評価事業

(1)-② 調査員連絡・研修事業

(2) (2)-① 第三者評価事業

(2)-② 評価者養成研修事業

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

(1) (1)-① 福祉の求人・求職及び紹介業務

(1)-② 福祉関係求人情報発行事業

(1)-③ 福祉就職セミナー

(1)-④ 福祉人材センターホームページ管理

(1)-⑤ 福祉人材センター運営委員会

(2) (2)-① マスメディアによる介護の魅力発信

(2)-② 介護職体験エピソード発信

(2)-③ 次世代への介護の仕事魅力発信

(2)-④ 福祉・介護の職場体験事業

(2)-⑤ 福祉・介護のジョブフェス

(2)-⑥ キャリア支援専門員派遣事業

(2)-⑦ 県外人材確保促進事業

(2)-⑧ 事業連携会議

(2)-⑨ 事業連携強化事業

(2)-⑩ ケアワーカーズカフェ

(2)-⑪ 福祉・介護関係事業所合同入職式

(2)-⑫ 外国人介護人材受入連携強化事業

(2)-⑬ 介護人材就労支援事業

(2)-⑭ 介護に関する入門的研修受講促進事業

(2)-⑮ 介護員養成研修受講促進事業

(3) (3)-① 保育士・保育所支援センター相談・啓発事業

(3)-② 保育士への復職・定着支援事業

(3)-③ 保育士・保育所支援センター事業連携会議

(3)-④ 県外保育士等への情報提供事業

(3)-⑤ 県外保育士移住促進事業

重点項目（４）  福祉サービス評価事業の推進

実施事業 具体的事業

地域密着型サービス外部評価事業

福祉サービス第三者評価事業

層をはじめ広く福祉・介護の魅力を発信することで福祉のイメージアップと将来的な福祉・介護人材の確保を目指す。

児童福祉法の改正により保育士・保育所支援センターが行う潜在保育士再就職支援を強化することが示され、よりきめ細やかな相

談・情報提供を行うとともに、保育所等に就職する際の支援、保育士有資格者の経験やスキルを生かしたキャリア形成を行い、保

育人材の確保と保育環境の向上に努め、子どもを安心して育てることができる体制整備を図る。

外国人介護人材支援センターの事業拡充を図り、法人や施設・事業所で不足する介護人材の確保に向け、変わりゆく制度に対応し

た外国人介護人材の受入れ拡大及び円滑化等を図るとともに、外国人介護人材の県内定着を支援する。

基本目標３　福祉人材支援体制の充実

「福祉人材センター機能の充実・強化のための活動指針」に沿い、無料職業紹介事業をはじめ福祉人材センター機能のさらなる充

実・強化を図るため、社協らしさや強みを発揮し関係機関との連携・協働を推進し、すそ野拡大に向けた多様なアプローチや施設

・事業所に対する支援、求職者のニーズに応じたきめ細やかなマッチングと定着促進に努めるとともに、ＳＮＳ等を活用し、若年

による研修会等の開催を通して、より一層の普及啓発を図る。

改正介護保険制度に盛り込まれた介護分野の生産性向上の一つの手段である介護ロボットやＩＣＴ等テクノロジーの効果的な活用

を推進するため、相談窓口の充実強化や介護ロボットの展示、試用貸出、研修等を通した普及啓発を図る。

魅力的な職場づくり、安心できる職場づくりを目指し、福利厚生事業や退職共済支援事業を実施し、既存会員の満足度の向上、新

規会員の獲得を図るとともに、加入法人の拡充を図る。

重点項目（１）　福祉人材確保・定着の促進

福祉従事者のキャリア形成の一助として、福祉人材養成校や市町社協をはじめ関係団体等との連携を深め、介護員初任者研修など

の受講支援を行う。

地域包括ケア推進の中核となる介護支援専門員の質向上を目指し、県及び指導者等との連携を一層深め、今年度から変更された研

修カリキュラムの円滑な運営に努める。

介護現場における利用者・介助者双方の安全・安心を確保するためのノーリフティングケアの取り組みを、これまで取り組んでき

た事業所の成果や課題をもとに、県内事業所へ浸透するよう過年度実施事業所と今年度新たにチャレンジする取組事業所との協働

実施事業 具体的事業

福祉人材センター事業

福祉・介護人材確保事業

保育士・保育所支援センター事業



(4) (4)-① 介護福祉士修学資金等貸付事業

(5) (5)-① 福祉系高校修学資金貸付事業

(6) (6)-① 介護分野就職支援金貸付事業

(7) (7)-① 保育士修学資金貸付等事業

(1) (1)-① 福祉の職場新任職員研修

(1)-② 福祉の職場中堅職員研修

(1)-③ 福祉の職場チームリーダー研修

(1)-④ 福祉の職場管理職員研修

(2) (2)-① 介護支援専門員受験対策講座

(2)-② 介護職員初任者研修

(3) (3)-① 教員免許特例法「介護等体験」受入調整事業

(4) (4)-① 介護支援専門員実務研修

(4)-② 介護支援専門員更新研修（実務未経験者）

(4)-③ 介護支援専門員再研修

(5) (5)-① 介護支援専門員専門研修【研修課程Ⅰ・Ⅱ】

(5)-② 介護支援専門員更新研修【研修課程Ⅰ・Ⅱ】

(6) (6)-① 主任介護支援専門員研修

(6)-② 主任介護支援専門員更新研修

(7) (7)-① 介護支援専門員実務研修受講試験

(8) (8)-① 介護実習・普及センター運営委員会

(8)-② 介護員養成研修等指導員講習会

(8)-③ 訪問介護サービス提供責任者研修

(8)-④ 介護職員レベルアップ講習会

(8)-⑤ 福祉用具・住宅改修展示及び相談事業

(8)-⑥ 福祉用具・住宅改修体験講座（ミニ・お出かけ等）

(8)-⑦ 福祉用具・住宅改修普及促進協議会

(8)-⑧ 福祉用具・住宅改修普及講座（基礎・テーマ別）

(9) (9)-① 介護実技普及指導員スキルアップ研修

(9)-② 介護職員技術向上講習会

(9)-③ ノーリフティングケア普及啓発事業

(9)-④ 介護ロボットプラットフォーム事業

(10) (10)-① 認知症介護実践者研修

(10)-② 認知症介護実践リーダー研修

(1) (1)-① 県退職共済支援事業

(1)-② 県退職共済支援事業運営委員会

(2) (2)-① 福利厚生センター事業

(3) (3)-① 社会福祉法人セミナー

(3)-② 社会福祉法人会計研修

(4) (4)-① 地域協議会事業

(1) (1)-① 種別協議会事務受託

重点項目（４）　種別協議会・団体等の活動支援

実施事業 具体的事業

種別協議会事務受託

福祉従事者退職共済支援事業

福利厚生センター事業

社会福祉法人連携促進事業

地域協議会事業

介護普及事業

認知症介護研修事業

重点項目（３）　事業者支援体制の充実

実施事業 具体的事業

教員志願者介護等体験事業

介護支援専門員実務研修等事業

介護支援専門員専門研修事業

主任介護支援専門員研修事業

介護支援専門員試験事業

会館介護事業

重点項目（２）　福祉人材育成・資質向上の促進

実施事業 具体的事業

福祉職員階層別研修事業

資格取得支援事業

実施事業 具体的事業

介護福祉士修学資金等貸付事業

福祉系高校修学資金貸付事業

介護分野就職支援金貸付事業

保育士修学資金貸付等事業

重点項目（１）　福祉人材確保・定着の促進



①

②

③

④

(1) 地域福祉推進事業 (1)-① ４者連携災害情報共有ネットワーク会議

(1)-② ４者連携の枠組み構築に向けた研修会

(1)-③ 地域支え合いセンター相談対応・情報提供

(1) (1)-① 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の体制整備

(1)-② 連絡会議の開催、総合防災訓練等への参加協力

(1)-③ チーム員が使用する衛生用品の確保

(1)-④ 先進自治体への視察

(1) (1)-① 災害ボランティア研修会・災害時対応訓練等事業

(1)-② 災害福祉支援センター（常設型）設置検討

(1)-③ 県内外被災地職員派遣

(1)-④ 災害ボランティアセンター関係会議・研修参加

(2) (2)-① 災害ボランティア基金事業

(1) (1)-① 事業継続計画（ＢＣＰ）の点検・改善

災害ボランティア活動支援事業

災害ボランティア基金事業

重点項目（４）　事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

実施事業 具体的事業

事業継続計画（ＢＣＰ）策定

重点項目（２）　災害支援ネットワークの強化

実施事業 具体的事業

災害時福祉支援地域連携事業

重点項目（３）　人材確保・育成の強化

実施事業 具体的事業

災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）に関する連絡会議の開催、県と市町が実施する総合防災訓練への参加協力、チーム員用衛生用品

の確保、災害支援現場へのチーム員派遣等を通して、災害発生時の支援体制等を、県や愛媛ＪＲＡＴと連携・協働しながら、災害

発生時要配慮者支援チームとして、必要な支援体制の構築に努める。

事業継続計画（ＢＣＰ）を実行性の高いものにするため、内容の点検や見直し、職員への研修等を実施する。

重点項目（１）　被災者生活再建の推進

実施事業 具体的事業

頻発する大規模災害に備え、多様な関係機関や企業等との連携、行政や市町社協との協働体制の強化を図りながら、情報共有会議

等の開催を通じ、これまでの被災者支援活動で蓄積してきた経験やノウハウを県下全域で共有し、平時における広域的なネットワ

ークの構築に努める。

大規模災害発生時、外部支援が見込めない場合を考慮し被災地社協とその地域の関係者が主体となり運営する「地域協働型災害ボ

ランティアセンター」の設置・運営が可能となるよう、災害ボランティア研修会の開催等を通じて市町域における多様な担い手の

養成を図り、必要な支援体制の構築と整備に努める。

基本目標４　災害支援体制の構築

取組方針



①

②

③

④

(1) (1)-① 理事会

(1)-② 監事会

(1)-③ 評議員会

(1)-④ 正副会長会

(1)-⑤ 総合企画委員会

(1)-⑥ 第三者委員会

(1)-⑦ 評議員選任・解任委員会

(1)-⑧ 衛生委員会

(1) (1)-① 県社協役職員研修事業

(1) (1)-① 機関誌発行事業

(1)-② ホームページ運営事業

(1) (1)-① 図書販売・斡旋事業

(1)-② 不動産貸付事業

(2) (2)-① 愛媛県総合社会福祉会館管理事業

収益事業

会館管理事業

実施事業 具体的事業

広報活動事業

重点項目（４）  経営・財政基盤の強化

実施事業 具体的事業

法人運営事業

重点項目（２）  職員育成・環境整備の強化

実施事業 具体的事業

役職員研修事業

重点項目（３）　情報収集・発信機能の強化

執行体制及び内部統制体制・機能強化を図る。

紙媒体の情報のみならず、ＳＮＳやホームページを効果的に活用し、迅速かつ的確な情報提供・広報活動を行う。

今年度から第６期指定管理期間(R6～R10)となる愛媛県総合社会福祉会館の運営・管理を引き続き実施する。建物の老朽化が進む

中、適正な維持管理に努め、業務の効率化・合理化も推進する。

重点項目（１）　法人組織機能の強化

実施事業 具体的事業

基本目標５　組織・経営基盤の強化

取組方針
第４次強化発展計画最終年となるため、次期計画の策定作業を行うとともに、地域福祉推進組織として必要な組織体制の整備・強

化に引き続き努める。また、既存事業の充実強化や新たな事業に取り組むとともに、受託・補助事業の継続実施及び会費や収益事

業の拡充、新たな財源確保等、財政基盤の強化を図る。

経営組織のガバナンス強化、財務規律に沿った財政管理等に引き続き取り組むとともに、監事及び会計監査人と連携し適正な事業



４ 会議・研修予定
(1) 県社協事業

№ 名　称 開催日 会場等

1 市町社協トップミーティング 8月 松山市

2 市町社協事務局長会議 5月・3月

3 市町社協法人運営研修会 7月

4 市町社協コミュニティソーシャルワーク実践研修会（基礎） 7月

5 市町社協コミュニティソーシャルワーク実践研修会（専門） 11月

6 包括的地域福祉推進ネットワーク会議（全県会議） 年1回 県内

7 包括的地域福祉推進ネットワーク会議（エリア会議） 年6回 東予・中予・南予

8 重層的支援体制整備に向けた研修会 11～12月 松山市

9 包括的支援体制構築アドバイザー派遣 随時 県内

10 第72回愛媛県社会福祉大会 10月8日 県民文化会館

11 ボランティアコーディネート力向上研修会 8月 東予

12 ボランティア組織連絡会・交流研修会 11月 中予

13 中間支援組織連絡会・交流研修会 6月 南予

14 福祉学習推進研修会 12月 松山市

15 災害ボランティアセンター中核スタッフ養成研修 8月

16 ボランティア・市民活動センター運営委員会

17 福祉学習プロジェクト委員会

18 災害支援プロジェクト委員会

19 中間支援プロジェクト委員会

20 特別プロジェクト委員会 未定

21 高齢者大学校 7～2月 県民文化会館別館外

22 明るい長寿社会づくり推進機構運営協議会 2月 県総合社会福祉会館

№ 名　称 開催日 会場等

1 福祉サービス利用援助事業契約締結審査会 奇数月

2 福祉サービス利用援助事業専門員連絡会 6月・2月

3 福祉サービス利用援助事業専門員・生活支援員研修会 2月

4 法人後見推進研究会 8月

5 成年後見制度利用促進協議会（専門職団体協議会） 7月・11月

6 成年後見制度利用促進セミナー（実務研修） 9月

7 成年後見制度利用促進セミナー（検討会） 年3回程度

8 成年後見利用促進アドバイザー派遣 随時 県内

9 意思決定支援研修 10月

10 後見人担い手養成研修（市民後見人養成研修／法人後見実施団体養成研修） 動画作成（上半期）／12月

11 法人後見受任社協等との連絡会議 8月

12 運営適正化委員会 偶数月

13 高齢者虐待対応職員養成講座 7月16～18日

14 現任介護サービス相談員研修会（基礎編・実践編） 9月4日・10月9日

15 地域生活定着支援センター地域福祉支援検討会及び地域福祉研修会 10～12月 東予・中予・南予

16 地域生活定着支援センター関係機関連絡会議 年2回程度

17 生活困窮者自立相談支援制度人材養成研修（後期研修）

18 生活困窮者自立支援研修会

19 生活困窮者自立支援事業ネットワーク会議 年4回程度

20 えひめ子ども支援ネットワーク会議 年4回程度

21 えひめ子育てネットワーク形成事業研修会 2月 未定

22 市町社協生活福祉資金担当者会議 年2回程度

23 市町社協生活福祉資金担当職員研修会 11月

24 要保護世帯向け不動産担保型生活資金担当者連絡会 12月

基本目標１「地域福祉活動の推進」

県総合社会福祉会館外

県総合社会福祉会館

基本目標２「生活支援・権利擁護の推進」

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館

10～12月

年3回

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館



№ 名　称 開催日 会場等

25 貸付審査等運営委員会 毎月20日

26 地域密着型サービス外部評価調査員養成研修 5～6月

27 地域密着型サービス外部評価審査委員会 3月

28 福祉サービス第三者評価委員会 年6回程度

29 福祉サービス第三者評価調査者養成研修（養成研修・更新研修） 8～9月

№ 名　称 開催日 会場等

1 福祉就職セミナー2024 5月26日 県民文化会館

2 福祉人材センター運営委員会 3月 県総合社会福祉会館

3 福祉・介護の職場体験事業 通年 県内

4 次世代への介護の仕事魅力発信「フクシの魅力発見フォーラム」 年3回 東予・中予・南予

5 福祉・介護のジョブフェス2024 5月26日 県民文化会館

6 福祉人材確保事業連携会議 年2回 県総合社会福祉会館

7 ケアワーカーズカフェ 年4回程度 県内

8 福祉・介護関係事業所合同入職式 5月30日 県民文化会館

9 外国人介護人材支援センター運営連携会議 9月・2月

10 通訳登録者意見交換会 2月

11 外国人介護人材の受入に関する研修会〔初級編〕 7月

12 外国人介護人材の受入に関する研修会〔実践編〕 11月

13 外国人介護人材ケア等に関するセミナー・交流会 8月

14 外国人介護人材に対する集合研修〔基礎編〕 6月

15 外国人介護人材に対する集合研修〔実践編〕 10月

16 介護人材就労支援事業 8～12月

17 介護に関する入門的研修受講促進事業 8～10月

18 おしゃべり保育サロン 年6回 県総合社会福祉会館

19 おしゃべり保育サロン〔出張〕 年2回 東予・南予

20 ほほカフェ 年2回 県総合社会福祉会館

21 保育のお仕事フェア（保育士応援セミナー中予） 6月16日 松山市

22 保育士応援セミナー（東予・南予） 8月 東予・南予

23 保育士学びなおし研修会 11月

24 保育の仕事出張相談会 9月

25 保育人材確保に向けた意見交換会 11月 県総合社会福祉会館

26 福祉職員資質向上研修会 - -

（1）「福祉の職場」新任職員研修会 6月

（2）「福祉の職場」中堅職員研修会 9月

（3）「福祉の職場」チームリーダー研修会 11月

（4）「福祉の職場」管理職員研修会 1月

27 介護支援専門員受験対策講座（４日間） 8～9月

28 介護職員初任者研修 年1回 県内

29 介護支援専門員実務研修 12～3月

30 介護支援専門員更新研修（実務未経験者）

31 介護支援専門員再研修

32 介護支援専門員専門（更新）研修 - -

（1）研修課程Ⅰ 5～6月

（2）研修課程Ⅱ 5～9月

33 主任介護支援専門員研修 9～11月

34 主任介護支援専門員更新研修 9～12月

35 介護支援専門員実務研修受講試験 10月 松山大学

36 介護実習・普及センター運営委員会 3月

37 介護員養成研修等指導員講習会 6～9月のうち7日間

38 訪問介護サービス提供責任者研修 9月

1～3月

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館外

基本目標３「福祉人材支援体制の充実」

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館

松山市

県内10か所程度

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館外

県総合社会福祉会館

東予・中予・南予



№ 名　称 開催日 会場等

39 介護職員レベルアップ講習会（4～5テーマ） 11～1月のうち5日間

40 福祉用具・住宅改修体験講座（ミニ・お出かけ・介護講座） 随時

41 福祉用具・住宅改修普及促進協議会 2月

42 福祉用具・住宅改修普及講座・講習会（基礎・テーマ別） 5回以上 東予・中予・南予

43 介護職員技術向上講習会 7～11月のうち6日間

44 ノーリフティングケア　フォローアップ研修会 5月

45 ノーリフティングケア　マネジメント研修会 6月

46 ノーリフティングケア普及啓発推進会議 7月・2月

47 ノーリフティングケア　指導者講習

48 ノーリフティングケア　全体講習

49 ノーリフティングケア　アドバイス研修(前半) 9～10月のうち12回 協力事業所

50 ノーリフティングケア　個別研修 11～1月のうち24回

51 ノーリフティングケア　アドバイス研修(後半) 1～2月のうち12回

52 ノーリフティングケア　普及啓発セミナー 2月

53 介護ロボット導入セミナー 年3回

54 介護ロボット導入にかかる伴走支援（モデル事業所個別支援） 年9回 モデル事業所

55 認知症介護実践者研修等事業 - -

（1）認知症介護実践者研修（2回） ①6･8月②10･11･1月

（2）認知症介護実践リーダー研修（1回） 9～11月のうち6日間

56 退職共済実務研修及び福利厚生センター担当者研修会 1月

57 県退職共済支援事業運営委員会 年2回

58 福利厚生企画・情報委員会 5月・2月

59 社会福祉法人セミナー 年1回 松山市

60 社会福祉法人会計研修 - -

（1）入門 7月10日

（2）3級 8月7～8日

（3）2級 9月9～10日

（4）1級 10月3～4日

（5）経営管理 11月18～19日

61 地域協議会 年1回

№ 名　称 開催日 会場等

1 ４者連携災害情報共有ネットワーク会議（全県会議） 年1回 中予

2 ４者連携災害情報共有ネットワーク会議（エリア会議） 年6回 東予・中予・南予

3 ４者連携災害情報共有ネットワーク会議（コア会議） 年5回 中予

4 ４者連携の枠組み構築に向けた研修会 未定

5 災害ボランティア研修会 中予

6 災害時対応訓練等事業 未定

7 災害時福祉支援地域連携連絡会議 年4回 県総合社会福祉会館

8 県及び市町の総合防災訓練 年5か所程度 未定

№ 名　称 開催日 会場等

1 県社協第237回理事会 6月

2 県社協第238回理事会 11月

3 県社協第239回理事会 3月

4 県社協監事会 5月

5 県社協第201回評議員会（定時評議員会） 6月

6 県社協第202回評議員会 12月

7 県社協第203回評議員会 3月

8 県社協正副会長会 4月・5月・12月・3月

年1回

県総合社会福祉会館

基本目標５「組織・経営基盤の強化」

県総合社会福祉会館

8月

基本目標４「災害支援体制の構築」

県総合社会福祉会館

推進事業所

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館

県総合社会福祉会館



№ 名　称 開催日 会場等

9 県社協総合企画委員会 年1回

10 県社協第三者委員会 年1回

11 県社協評議員選任・解任委員会 随時

12 衛生委員会 月1回

13 事業連携促進会議 8月

14 福祉懇談会 年1回

15 総合社会福祉会館企画展 随時

(2) 事務受託団体関係事業

① 愛媛県社会福祉法人経営者協議会

№ 名　称 開催日 会場等

1 社会福祉法人経営者協議会総会 7月

2 社会福祉法人セミナー 7月・12月

3 防災に関する研修会 8月

4 社会福祉法人施設長等研修会 9月

5 社会福祉法人監事監査研修会 11月

6 経営青年会研修会 9月・10月・2月 松山市等

② 愛媛県民生児童委員協議会

№ 名　称 開催日 会場等

1 単位民児協会長研修会 8月 松山市

2 役員研修会 9月 南予

3 民生児童委員技術向上研修会 11月

4 民生委員教室 7月

5 主任児童委員研修会 10月

③ 愛媛県・社協職員連絡会

№ 名　称 開催日 会場等

1 理事会 6月・3月 県総合社会福祉会館

2 地域福祉推進研究会 年1回 東予・中予・南予

3 市町社協階層別研修会 6月・11月

4 市町社協テーマ別研修会 9月

④ 愛媛県ホームヘルパー協議会

№ 名　称 開催日 会場等

1 総会

2 ホームヘルパー研修会

3 ホームヘルパー基礎研修会 8月 松山市

4 ホームヘルパーブロック別研修会 12月 未定

⑤ 愛媛県保育協議会

№ 名　称 開催日 会場等

1 代議員会 4月

2 保育関係者交流セミナー 6月16日

3 教育・保育施設初級職員研修会 6月 県民文化会館

4 副主任・専門リーダー研修 7月

5 主任保育士研修 8月

6 第69回愛媛県保育事業研修大会 9月 県民文化会館

7 中堅職員研修 未定 未定

8 事例発表会 11月 松山市

県総合社会福祉会館

松山市

6月

県総合社会福祉会館

松山市

県総合社会福祉会館

松山市

県総合社会福祉会館



№ 名　称 開催日 会場等

9 教育・保育施設長研修会（再就職者受入支援） 12月 県民文化会館

10 保育士等キャリアアップ研修「①乳児保育」 7月

11 保育士等キャリアアップ研修「②幼児教育」 8月

12 保育士等キャリアアップ研修「③障がい児保育」 9月

13 保育士等キャリアアップ研修「④食育・アレルギー対応」 10月

14 保育士等キャリアアップ研修「⑤保健衛生・安全対策」 11月

15 保育士等キャリアアップ研修「⑥保護者支援・子育て支援」 12月

16 保育士等キャリアアップ研修「⑦マネジメント研修」 1月

17 保育士等キャリアアップ研修「⑧保育実践研修」 2月

⑥ 愛媛県老人福祉施設協議会

№ 名　称 開催日 会場等

1 第1回総会・施設長研修会 5月30日

2 テーマ別研修・特別研修（６回程度） 6～2月

3 第19回愛媛県老人福祉施設大会 7月9日 県民文化会館

4 デイサービスセンター職員研修会

5 軽費・ケアハウス職員研修会

6 養護老人ホーム職員研修会

7
熊本県福祉避難所視察研修
（防災に関する研究・研修会、地区老施協共催研修会）

未定 熊本県

8 介護の日イベント（各地区開催） 10～12月 東予・中予・南予

9 デイサービスセンター戦略会議

10 軽費・ケアハウス戦略会議

11 養護老人ホーム戦略会議

12 第2回総会・施設長研修会 3月

⑦ 愛媛児童福祉施設連合会

№ 名　称 開催日 会場等

1 愛媛県・児童相談所との連絡会 5月

2 児童福祉ケース研究会 6月・10月・2月

3 児童福祉施設新任職員研修会 9月

4 社会人スタートアップセミナー 8月・2月

5 第66回手をつなぐ子らのつどい大会 11月

6 児童福祉施設職員研修会 2月 県総合社会福祉会館

⑧ 愛媛県社会就労センター協議会

№ 名　称 開催日 会場等

1 総会 5月

2 職員研修会 年3回

3 障がい者工賃向上計画支援事業検討委員会 7月・3月

4 ＳＥＬＰ製品・展示即売会（ナイスハートバザール） 10月8日 県民文化会館

2月

未定

7月

県総合社会福祉会館

松山市

オンライン

松山市

松山市

県総合社会福祉会館



(3) 中国・四国ブロック段階

① 開催・実施

№ 名　称 開催日 会場等

1 四国ブロック児童養護施設長研究協議会 7月

2 四国ブロックホームヘルパー研修会 10月

3 中国・四国ブロック運営適正化委員会事務局長会議 10～12月 県総合社会福祉会館

4 四国ブロック福祉人材センター研究協議会

5 ブロック別マッチング機能強化研修会

6 地域生活定着支援センター四国ブロック会議 1月

7 四国ブロック日常生活自立支援事業担当者会議 未定

8 四国ブロック生活福祉資金担当者会議 未定

9 四国ブロック県社協地域福祉関係者事務担当者会議 未定

② 参加・派遣

№ 名　称 開催日 会場等

1 四国ブロック民生委員・児童委員関係事業会議 6月20～21日 高知県

2 四国ブロック保育研究大会 7月11日 香川県

3 第21回四国地域福祉実践セミナー・第29回地域福祉実践研究セミナー 7月13～14日

4 第71回四国老人福祉施設関係者研究大会 8月22～23日

5 四国ブロック県社協常務理事・事務局長会議 8～9月 高知県

6 四国ブロック保育組織次世代リーダー研修会

7 四国ブロック保育士会リーダーセミナー

8 第34回中国・四国地区社会福祉法人経営者セミナー 11月7～8日

9 第14回中国・四国地区社会福祉法人経営青年会セミナー 11月8日

10 第56回中国・四国社会就労センター協議会施設長研修会 11月14～15日 広島県

11 四国ブロック児童養護施設協議会施設長会 11月 高知県

12 四国ブロック児童養護施設職員研修会 2月 徳島県

13 四国ブロック県社協事務局次長・総務担当者会議 未定 高知県

14 四国ブロック市町村社協研究協議会 未定 香川県

15 全国地域生活定着支援センター協議会中国・四国ブロック専門研修会 未定

16 刑務所出所者等に対する福祉支援に係る協議会（中国・四国地方更生保護委員会） 未定

17 中国・四国ブロック地域生活定着支援センター長会議 未定 未定

18 明るい長寿社会づくり推進機構連絡協議会　中国・四国ブロック会議 未定 徳島県

19 第22回四国老施協セミナー 未定 香川県

20 第53回中国・四国社会就労センター協議会職員研修会 未定 徳島県

(4) 全国段階

① 参加・派遣

№ 名　称 開催日 会場等

1 福祉人材情報システム研修会（動画配信） 4月

2 福祉人材センター業務・法令研修会 4月

3 全国ホームヘルパー協議会　協議員総会 5月14日

4
都道府県・指定都市社協　部・課・所長会議
（地域福祉、生活福祉資金、ボランティア・市民活動センター担当）

5月15～16日

5 全国社会福祉協議会　地域福祉推進委員会総会 5月22日

6 都道府県・指定都市社協　福祉教育担当者連絡会議 5月23日 オンライン

7 全国救護施設協議会　経営者・施設長会議 5月

8 第三者評価事業普及協議会 6月3日

9 全国社会福祉協議会　理事会 6月6日

10 社協の災害支援体制と災害支援活動の強化に関する会議 6月7日

11 都道府県・指定都市民児協事務局会議 6月13～14日

オンライン

全社協

全社協

広島県

11月6日

11月

松山市

徳島県

徳島県

松山市



№ 名　称 開催日 会場等

12 「広がれボランティアの輪」連絡会議　総会 6月17日

13 全国社会福祉協議会　評議員会（定時評議員会） 6月24日

14 全国社会福祉協議会　政策委員会総会 6月24日

15 社協・基本要項フォーラム（仮称）〈東京会場〉 6月上旬

16 社協・基本要項フォーラム（仮称）〈岡山会場〉 6月18日 岡山県岡山市

17 社協・基本要項フォーラム（仮称）〈仙台会場〉 6月24日 宮城県仙台市

18 日常生活自立事業・成年後見制度担当部・課・所長会議 6月上旬 全社協

19 ナイスハートバザール・販売促進研修会 6月 東京都/オンライン

20 全国社会就労センター総合研究大会 7月4～5日 富山県富山市

21 全国生活福祉資金貸付事業担当職員研修会 7月4～5日

22 運営適正化委員会事業研究協議会 7月5日

23 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程指導者養成研修会 7月6～8日 ロフォス湘南

24 福祉人材センター・バンク基幹職員会議 7月11～12日 全社協

25 都道府県・指定都市社協　常務理事・事務局長セミナー 7月25～26日

26 全国社会福祉団体職員退職手当積立基金運営委員会 7月26日

27 第三者評価事業　評価調査者指導者研修会 7月31日～8月2日

28 第36期主任保育士・主幹保育教諭特別講座（集中講義：前期） 7月

29 地域包括・在宅介護支援センターリーダー職員研修会 7月 オンライン

30 全国福祉教育推進員研修 8月7日

31 全国社会就労センター協議会　第28期リーダー養成ゼミナール（前期面接授業） 8月21～23日

32 全国社会福祉法人経営者大会 8月29～30日 神奈川県横浜市

33 第36期主任保育士・主幹保育教諭特別講座（講義） 8月 全社協

34 ボランティア全国フォーラム 9月7～8日 宮城県仙台市

35 福祉人材センター全国連絡会議 9月19～20日 全社協

36 全国身体障害者施設協議会研究大会 9月26～27日 宮城県仙台市

37 日常生活自立支援事業　専門員実践力強化研修会（初任者） 9月 オンライン

38 第36期主任保育士・主幹保育教諭特別講座（集中講義：後期） 9月 全社協

39 第51回国際福祉機器展（H.C.R.2024） 10月2～4日 東京ビッグサイト

40 全国社会福祉協議会　福祉懇談会 10月8日

41 福祉ビジョン21世紀セミナー（旧社会福祉トップセミナー） 10月9日

42 第73回全国乳児院協議会 10月10～11日 秋田県秋田市

43 全国保育組織正副会長等会議 10月16日

44 第67回全国保育研究大会（奈良大会） 10月17～18日

45 全国救護施設研究協議大会 10月17～18日 北海道札幌市

46 支え合いをひろげる住民主体の生活支援フォーラム 10月18日 オンライン

47 第36回全国健康福祉祭とっとり大会（ねんりんピックはばたけ鳥取2024） 10月19～22日 鳥取県内各地

48 第77回全国児童養護施設長研究協議会 10月22～24日 石川県金沢市

49 全国生活福祉資金貸付事業運営研究協議会 10月24～25日

50 運営適正化委員会相談員研修会 10月31日～11月1日

51 全国福祉医療施設協議会セミナー 10月31日～11月1日 神奈川県横浜市

52 民生委員・児童委員リーダー研修会 10月 未定

53 第67回全国母子生活支援施設研究大会 11月6～7日 千葉県千葉市

54 災害福祉支援センター情報共有会議 11月12日 全社協

55 第92回全国民生委員児童委員大会 11月20～21日 宮崎県宮崎市

56 全国老人クラブ大会 11月20～21日 神奈川県横浜市

57 全国保育士会委員連絡会議 11月20日

58 第57回全国保育士会研究大会（高知大会） 11月21～22日

59 第3回全国老人福祉施設大会・研究会議～JSフェスティバルin滋賀～ 11月21～22日 滋賀県

60 全国社会福祉協議会　理事会 11月25日 全社協

61 全国社会福祉大会 11月26日 東京都

62 社会福祉法人経営青年会全国大会 11月28～29日 兵庫県神戸市

63 「広がれボランティアの輪」連絡会議　関係省庁懇談会 11月中旬 全社協

全社協

全社協

ロフォス湘南

全社協

奈良県奈良市

高知県高知市

全社協

全社協

全社協



№ 名　称 開催日 会場等

64 社会福祉協議会管理職員研修会 12月1～3日 ロフォス湘南

65 マッチング機能強化研修会 12月10～11日 全社協

66 社会的養護を担う児童福祉施設長研修会（西日本） 12月上旬 未定

67 日常生活自立支援事業　専門員実践力強化研修会（現任者） 12月

68 全国救護施設協議会　救護施設福祉サービス研修会 12月

69 全国社会就労センター協議会　第28期リーダー養成ゼミナール（後期面接授業） 1月8～10日

70 福祉サービス第三者評価事業「更新時研修」 1月27～28日

71 都道府県・指定都市社協　常務理事・事務局長会議 1月31日

72 全国社会福祉団体職員退職手当積立基金運営委員会 1月31日

73 全国厚生事業団体連絡協議会　研究会議 1月

74 第51回全国保育士研修会 1月 東日本

75 障害者虐待防止マネジャー研修会 1～2月 東京都/オンライン

76 都道府県・指定都市社協災害ボランティアセンター担当者連絡会議 2月上旬 全社協

77 全国民生委員指導者研修会（全国民生委員大学） 2月 東京近郊

78 全国児童養護施設中堅職員研修会 2月 全社協

79 全国社会就労センター協議会　リーダー養成ゼミナール修了生フォローアップ研修会 2月 未定

80 全国社会就労センター長研修会 2月 東京近郊

81 全国地域包括・在宅介護支援センター研修会 2～3月 オンライン

82 社会的養護関係施設　評価調査者養成研修会 3月3～6日

83 全国身体障害者施設協議会・経営セミナー 3月5日

84 全国社会福祉協議会　理事会 3月11日

85 全国社会就労センター協議会　第28期リーダー養成ゼミナール（修了式） 3月24日

86 全国社会福祉協議会　評議員会 3月25日

87 社会的養護関係施設　評価調査者継続研修会 3月27～28日

88 生活支援相談活動管理職・担当者全国連絡会議 3月上旬

89 福祉人材センターの多様な取り組み報告会（仮称） 年3回

90 全国健康福祉祭担当係長会議 未定 鳥取県鳥取市

91 全国地域包括・在宅介護支援センター研究大会 未定 栃木県宇都宮市

92 市区町村社協介護サービス経営検討委員会オンラインサロン 未定 オンライン

93 地域福祉コーディネーターリーダー研修会 未定 全社協

94 生活支援コーディネーター研究協議会 未定 オンライン

95 地域生活課題の解決に向けたソーシャルワーク研修講師養成研修会 未定 未定

96 全国ホームヘルパー協議会　ホームヘルプの質を高めるオンラインサロン 未定 オンライン

97 全国児童委員・主任児童委員活動研修会 未定 未定

98 社会的養護を担う児童福祉施設長研修会（東日本） 未定 全社協

99 全国地域生活定着支援センター協議会総会 未定 東京都/オンライン

100 地域生活定着支援センター社協関係者連絡会議 未定 青森県

101 全国身体障害者施設協議会　職員スキルアップ研修会 未定

102 全国身体障害者施設協議会　地域生活支援推進研究会議 未定
東京近郊

全社協

オンライン

全社協





 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 資金収支予算書 

 

 

 

 

 

 

     

      

 

 

 

 

 

 

 

 





1 一般会計 1 社会福祉事業 1 法人運営事業 1 法人運営事業 1 法人運営事業 1 理事会

2 監事会

3 評議員会

4 正副会長会

5 総合企画委員会

6 第三者委員会

7 評議員選任・解任委員会

8 衛生委員会

2 役職員研修事業 9 県社協役職員研修事業

— 地域協議会事業【37へ統合】 — 地域協議会事業【37へ統合】

2 広報活動事業 3 広報活動事業 10 機関誌発行事業

11 ホームページ運営事業

2 生活支援・ 3 権利擁護事業 4 福祉サービス利用援助センター事業 12 福祉サービス利用援助センター事業

権利擁護事業 13 契約締結審査会

14 専門員連絡会

15 専門員・生活支援員研修会

5 法人後見支援センター事業 16 法人後見推進研究会

17 成年後見促進体制整備事業

6 高齢者権利擁護事業 18 高齢者相談事業

19 高齢者虐待対応職員研修事業

20 現任介護サービス相談員研修事業

4 運営適正化委員会事業 7 運営適正化委員会事業 21 苦情解決事業

22 運営監視事業

5 評価・調査事業 8 地域密着型サービス外部評価事業 23 外部評価事業

24 調査員連絡・研修事業

9 福祉サービス第三者評価事業 25 第三者評価事業

26 評価者養成研修事業

6 地域生活定着促進事業 10 地域生活定着支援センター事業 27 地域生活定着支援センター事業

7 生活困窮者等支援事業 11 愛の基金貸付事業 28 愛の基金貸付事業

12 生活困窮者等支援事業 29 生活困窮者自立支援研修会

30 生活困窮者自立支援事業ネットワーク会議

31 生活困窮者等入居債務保証支援事業

32 生活困窮者緊急食糧支援ネットワーク事業

33 えひめ子育てネットワーク形成事業

3 地域福祉活動 8 市町社協支援事業 13 市町社協役職員研修事業 34 市町社協トップミーティング

支援事業 35 市町社協事務局長会議

36 市町社協法人運営研修会

37 市町社協コミュニティソーシャルワーク実践研修会

14 市町社協経営支援事業 38 市町社協育成助成事業

39 市町社協基礎調査事業

40 市町社協相談・訪問・情報提供事業

41 職員研修派遣事業

9 地域ネットワーク支援事業 15 地域福祉推進事業 42 地域支え合い・包括的地域福祉推進体制構築事業

43 小地域連携支援事業

44 孤独・孤立対策緊急総合支援事業

16 社会福祉大会事業 45 愛媛県社会福祉大会

10 民生委員・児童委員活動支援事業 17 民生委員・児童委員互助共励事業 46 民生委員・児童委員互助事業

47 民生委員・児童委員共励事業

11 ボランティア・市民活動事業 18 ボランティア・市民活動センター事業 48 ボランティアコーディネート力向上研修会

49 ボランティア組織連絡会・交流研修会

50 中間支援組織連絡会・交流研修会

51 福祉学習推進研修会

52 災害ボランティアセンター中核スタッフ養成研修

53 運営委員会・プロジェクト委員会

54 ボランティア・市民活動情報収集提供事業

55 災害福祉支援センターの設置・運営

19 災害ボランティア活動支援事業 56 県内外被災地・研修職員派遣

57 災害ボランティアセンター関係会議・研修参加

58 災害ボランティア研修会・対応訓練等

20 災害時福祉支援地域連携事業 59 災害時福祉支援地域連携事業

12 高齢者社会参加支援事業 21 生きがいづくり推進事業 60 全国健康福祉祭派遣事業（ねんりんピック）

61 高齢者大学校開設事業

22 推進機構運営事業 62 明るい長寿社会推進機構運営事業

13 まごころ銀行運営事業 23 まごころ銀行運営事業 63 愛媛まごころ銀行運営事業

14 福祉基金活用事業 24 交通災害遺児支援事業 64 交通災害遺児支援事業

25 災害ボランティア基金事業 65 災害ボランティア基金事業

拠点区分 サービス区分 内部管理区分 具体的事業

愛媛県社協　会計区分表【令和６年度当初予算】

会計単位 事業区分



1 一般会計 1 社会福祉事業 4 事業者・ 15 福祉人材確保事業 26 福祉人材センター事業 66 福祉の求人・求職及び紹介業務

従事者支援事業 67 福祉関係求人情報発行事業

68 福祉就職セミナー

69 福祉人材センターホームページ管理

70 福祉人材センター運営委員会

27 福祉・介護人材確保事業 71 マスメディアによる介護の魅力発信

72 介護職体験エピソード発信

73 次世代への介護の魅力発信

74 福祉・介護の職場体験事業

75 福祉・介護のジョブフェス

76 キャリア支援専門員派遣事業

77 県外人材確保促進事業

78 介護等人材確保連携強化事業

79 ケアワーカーズカフェ

80 介護・福祉関係事業所合同入職式

81 外国人介護人材受入連携強化事業

82 介護人材就労支援事業

83 介護に関する入門的研修受講促進事業

84 介護員養成研修受講促進事業

28 保育士・保育所支援センター事業 85 保育士・保育所支援センター相談・啓発事業

86 保育士への復職・定着支援事業

87 保育士・保育所支援センター事業連携会議

88 県外保育士等への情報提供事業

89 県外保育士移住促進事業

29 福祉職員階層別研修事業 90 福祉の職場新任職員研修

91 福祉の職場中堅職員研修

92 福祉の職場チームリーダー研修

93 福祉の職場管理職員研修

16 資格取得支援事業 30 資格取得支援事業 94 介護支援専門員受験対策講座

95 介護職員初任者研修

— 介護福祉士資格支援事業【廃止】 — 介護福祉士国家試験受験対策講座【廃止】

— 介護支援専門員資格支援事業【30へ再編】 — 介護支援専門員受験対策講座【94へ再編】

— 介護員養成研修事業【30へ再編】 — 介護職員初任者研修【95へ再編】

31 教員志願者介護等体験事業 96 教員免許特例法「介護等体験」受入調整事業

17 ケアマネジメント向上支援事業 32 介護支援専門員実務研修等事業 97 介護支援専門員実務研修

98 介護支援専門員更新研修（実務未経験者）

99 介護支援専門員再研修

33 介護支援専門員専門研修事業 100 介護支援専門員専門研修（専門Ⅰ・Ⅱ）

101 介護支援専門員更新研修（更新Ⅰ・Ⅱ）

34 主任介護支援専門員研修事業 102 主任介護支援専門員研修

103 主任介護支援専門員研修（更新）

18 介護力向上支援事業 35 介護普及事業 104 介護実技普及指導員スキルアップ研修

105 介護職員技術向上講習会

106 ノーリフティングケア普及啓発事業

107 介護ロボットプラットフォーム事業

36 認知症介護研修事業 108 認知症介護実践者研修

109 認知症介護実践リーダー研修

19 事業者支援事業 37 社会福祉法人連携促進事業 110 社会福祉法人セミナー

111 社会福祉法人会計研修

112 地域協議会事業

2 公益事業 5 公益事業 20 総合社会福祉会館事業 38 会館管理事業 113 会館管理事業

39 会館介護事業 114 介護実習・普及センター運営委員会

115 介護員養成研修等指導員講習会

116 訪問介護サービス提供責任者研修

117 介護職員レベルアップ講習会

118 福祉用具・住宅改修展示及び相談事業

119 福祉用具・住宅改修体験講座（ミニ・お出かけ等）

120 福祉用具・住宅改修普及促進協議会

121 福祉用具・住宅改修普及講座（基礎・テーマ別）

21 福祉従事者退職共済支援事業 40 福祉従事者退職共済支援事業 122 県退職共済支援事業

123 県退職共済支援事業運営委員会

22 福利厚生事業 41 福利厚生センター事業 124 福利厚生センター事業

23 介護支援専門員試験事業 42 介護支援専門員試験事業 125 介護支援専門員実務研修受講試験

24 介護福祉士修学資金等貸付事業 43 介護福祉士修学資金等貸付事業 126 介護福祉士修学資金等貸付事業

25 福祉系高校修学資金貸付事業 44 福祉系高校修学資金貸付事業 127 福祉系高校修学資金貸付事業

26 介護分野就職支援金貸付事業 45 介護分野就職支援金貸付事業 128 介護分野就職支援金貸付事業

27 保育士修学資金貸付等事業 46 保育士修学資金貸付等事業 129 保育士修学資金貸付等事業

28
ひとり親家庭高等職業訓練促進
資金貸付事業

47
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金
貸付事業

130 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

29
児童養護施設退所者等自立支援
資金貸付事業

48
児童養護施設退所者等自立支援資金
貸付事業

131 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業

3 収益事業 6 収益事業 30 収益事業 49 収益事業 132 図書販売・斡旋事業

133 不動産貸付事業

2 134 生活福祉資金貸付事業

3 135 要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業

4 136 生活福祉資金貸付事務

5 137 臨時特例つなぎ資金貸付事業

要保護世帯向け不動産担保型生活資金会計

生活福祉資金貸付事務費会計

臨時特例つなぎ資金会計

会計単位 事業区分 拠点区分 サービス区分

生活福祉資金会計

愛媛県社協　会計区分表【令和６年度当初予算】

内部管理区分 具体的事業



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計及び事業区分別 













 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計 

拠点区分・サービス区分・内部管理区分別 































































































































































































































ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和６年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

〈SJ23-11315より抜粋〉

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

＜重 要＞

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円
補償開始日から補償（＊）

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

＊特定感染症についても10日間の免責期間がなくなり、補償開始日から補償対象となります。
　なお、令和5年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は補償対象外となりました。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が5類感染症に変更されたことに伴い、「特定感染症重点プラン」を廃止して2つのプランとします。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ



ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和６年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

〈SJ23-11315より抜粋〉

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

＜重 要＞

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円
補償開始日から補償（＊）

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

＊特定感染症についても10日間の免責期間がなくなり、補償開始日から補償対象となります。
　なお、令和5年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は補償対象外となりました。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が5類感染症に変更されたことに伴い、「特定感染症重点プラン」を廃止して2つのプランとします。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ

しせつの損害補償
社会福祉施設総合損害補償

ホームページでも内容を紹介しています
https://www.fukushihoken.co.jp

◆加入対象は、社協の会員である社会福祉法人等が運営する社会福祉施設です。

スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

〈引受幹事
保険会社〉

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

プラン22 （普通傷害保険）

❶ 入所型施設利用者の傷害事故補償
❷ 通所型施設利用者の傷害事故補償
❸ 施設送迎車搭乗中の傷害事故補償

社会福祉法人役員等の賠償責任補償

プラン33
（労働災害総合保険、普通傷害保険、約定履行費用保険、雇用慣行賠償責任保険）

プラン44 （役員賠償責任保険）

プラン１１ （賠償責任保険、医師賠償責任保険、看護職賠償責任保険、サイバー保険、
動産総合保険、費用・利益保険）

❶ 基本補償（賠償・見舞費用）

❷ 個人情報漏えい対応補償　 ❸ 施設の什器・備品損害補償

▶保険金額

身体賠償（１名・１事故）
基本補償（A型）
2億円・10億円 2億円・10億円
2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

死亡時 100万円
入院時 1.5～7万円
通院時 1～3.5万円

見舞費用付補償（B型）

財物賠償（１事故）
受託・管理財物賠償（期間中）
うち現金支払限度額（期間中）
人格権侵害（期間中）

2,000万円 2,000万円徘徊時賠償（期間中）
身体・財物の損壊を伴わない経済的損失（期間中）

事故対応特別費用（期間中）
被害者対応費用（１名につき）

傷害見舞費用

賠
償
事
故
に
対
応

お
見
舞
い
等
の
各
種
費
用

1事故10万円限度 1事故10万円限度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

❶ 職員の労災上乗せ補償　
使用者賠償責任補償

❷ 役員・職員の傷害事故補償

❸ 役員・職員の感染症罹患事故補償
❹ 雇用慣行賠償補償

（SJ23-11446より抜粋）

▶年額保険料（掛金）

基
本
補
償（
A
型
）

見
舞
費
用
付
補
償（
B
型
）

定　　員 基本補償（A型）

35,000～61,460円
68,270～97,000円

1,500円

1～50名
51～100名

以降1名～10名増ごと

基本補償（A型）
保険料

【見舞費用加算】
定員１名あたり
入所：1,300円
通所：1,390円

●オプション１ ●訪問・相談等サービス補償
●オプション２ ●医務室の医療事故補償 ●看護職の賠償責任補償
●オプション３ ●借用不動産賠償事故補償
●オプション４ ●クレーム対応サポート補償

保険期間１年

令和６年度



ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和６年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

〈SJ23-11315より抜粋〉

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

＜重 要＞

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円
補償開始日から補償（＊）

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

＊特定感染症についても10日間の免責期間がなくなり、補償開始日から補償対象となります。
　なお、令和5年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は補償対象外となりました。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が5類感染症に変更されたことに伴い、「特定感染症重点プラン」を廃止して2つのプランとします。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ

しせつの損害補償
社会福祉施設総合損害補償

ホームページでも内容を紹介しています
https://www.fukushihoken.co.jp

◆加入対象は、社協の会員である社会福祉法人等が運営する社会福祉施設です。

スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

〈引受幹事
保険会社〉

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

プラン22 （普通傷害保険）

❶ 入所型施設利用者の傷害事故補償
❷ 通所型施設利用者の傷害事故補償
❸ 施設送迎車搭乗中の傷害事故補償

社会福祉法人役員等の賠償責任補償

プラン33
（労働災害総合保険、普通傷害保険、約定履行費用保険、雇用慣行賠償責任保険）

プラン44 （役員賠償責任保険）

プラン１１ （賠償責任保険、医師賠償責任保険、看護職賠償責任保険、サイバー保険、
動産総合保険、費用・利益保険）

❶ 基本補償（賠償・見舞費用）

❷ 個人情報漏えい対応補償　 ❸ 施設の什器・備品損害補償

▶保険金額

身体賠償（１名・１事故）
基本補償（A型）
2億円・10億円 2億円・10億円
2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

死亡時 100万円
入院時 1.5～7万円
通院時 1～3.5万円

見舞費用付補償（B型）

財物賠償（１事故）
受託・管理財物賠償（期間中）
うち現金支払限度額（期間中）

人格権侵害（期間中）

2,000万円 2,000万円徘徊時賠償（期間中）
身体・財物の損壊を伴わない経済的損失（期間中）

事故対応特別費用（期間中）
被害者対応費用（１名につき）

傷害見舞費用

賠
償
事
故
に
対
応

お
見
舞
い
等
の
各
種
費
用

1事故10万円限度 1事故10万円限度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

❶ 職員の労災上乗せ補償　
使用者賠償責任補償

❷ 役員・職員の傷害事故補償

❸ 役員・職員の感染症罹患事故補償
❹ 雇用慣行賠償補償

（SJ23-11446より抜粋）

▶年額保険料（掛金）

基
本
補
償（
A
型
）

見
舞
費
用
付
補
償（
B
型
）

定　　員 基本補償（A型）

35,000～61,460円
68,270～97,000円

1,500円

1～50名
51～100名

以降1名～10名増ごと

基本補償（A型）
保険料

【見舞費用加算】
定員１名あたり
入所：1,300円
通所：1,390円

●オプション１ ●訪問・相談等サービス補償
●オプション２ ●医務室の医療事故補償 ●看護職の賠償責任補償
●オプション３ ●借用不動産賠償事故補償
●オプション４ ●クレーム対応サポート補償

保険期間１年

令和６年度



しせつの損害補償
社会福祉施設総合損害補償

ホームページでも内容を紹介しています
https://www.fukushihoken.co.jp

◆加入対象は、社協の会員である社会福祉法人等が運営する社会福祉施設です。

スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

〈引受幹事
保険会社〉

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

プラン22 （普通傷害保険）

❶ 入所型施設利用者の傷害事故補償
❷ 通所型施設利用者の傷害事故補償
❸ 施設送迎車搭乗中の傷害事故補償

社会福祉法人役員等の賠償責任補償

プラン33
（労働災害総合保険、普通傷害保険、約定履行費用保険、雇用慣行賠償責任保険）

プラン44 （役員賠償責任保険）

プラン１１ （賠償責任保険、医師賠償責任保険、看護職賠償責任保険、サイバー保険、
動産総合保険、費用・利益保険）

❶ 基本補償（賠償・見舞費用）

❷ 個人情報漏えい対応補償　 ❸ 施設の什器・備品損害補償

▶保険金額

身体賠償（１名・１事故）
基本補償（A型）
2億円・10億円 2億円・10億円
2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

死亡時 100万円
入院時 1.5～7万円
通院時 1～3.5万円

見舞費用付補償（B型）

財物賠償（１事故）
受託・管理財物賠償（期間中）
うち現金支払限度額（期間中）
人格権侵害（期間中）

2,000万円 2,000万円徘徊時賠償（期間中）
身体・財物の損壊を伴わない経済的損失（期間中）

事故対応特別費用（期間中）
被害者対応費用（１名につき）

傷害見舞費用

賠
償
事
故
に
対
応

お
見
舞
い
等
の
各
種
費
用

1事故10万円限度 1事故10万円限度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

❶ 職員の労災上乗せ補償　
使用者賠償責任補償

❷ 役員・職員の傷害事故補償

❸ 役員・職員の感染症罹患事故補償
❹ 雇用慣行賠償補償

（SJ23-11446より抜粋）

▶年額保険料（掛金）

基
本
補
償（
A
型
）

見
舞
費
用
付
補
償（
B
型
）

定　　員 基本補償（A型）

35,000～61,460円
68,270～97,000円

1,500円

1～50名
51～100名

以降1名～10名増ごと

基本補償（A型）
保険料

【見舞費用加算】
定員１名あたり
入所：1,300円
通所：1,390円

●オプション１ ●訪問・相談等サービス補償
●オプション２ ●医務室の医療事故補償 ●看護職の賠償責任補償
●オプション３ ●借用不動産賠償事故補償
●オプション４ ●クレーム対応サポート補償

保険期間１年

令和６年度









 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 他 の 会 計 
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ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和６年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

〈SJ23-11315より抜粋〉

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

＜重 要＞

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円
補償開始日から補償（＊）

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

＊特定感染症についても10日間の免責期間がなくなり、補償開始日から補償対象となります。
　なお、令和5年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は補償対象外となりました。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が5類感染症に変更されたことに伴い、「特定感染症重点プラン」を廃止して2つのプランとします。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ
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ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和６年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

〈SJ23-11315より抜粋〉

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

＜重 要＞

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円
補償開始日から補償（＊）

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

＊特定感染症についても10日間の免責期間がなくなり、補償開始日から補償対象となります。
　なお、令和5年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は補償対象外となりました。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が5類感染症に変更されたことに伴い、「特定感染症重点プラン」を廃止して2つのプランとします。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ

しせつの損害補償
社会福祉施設総合損害補償

ホームページでも内容を紹介しています
https://www.fukushihoken.co.jp

◆加入対象は、社協の会員である社会福祉法人等が運営する社会福祉施設です。

スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

〈引受幹事
保険会社〉

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

プラン22 （普通傷害保険）

❶ 入所型施設利用者の傷害事故補償
❷ 通所型施設利用者の傷害事故補償
❸ 施設送迎車搭乗中の傷害事故補償

社会福祉法人役員等の賠償責任補償

プラン33
（労働災害総合保険、普通傷害保険、約定履行費用保険、雇用慣行賠償責任保険）

プラン44 （役員賠償責任保険）

プラン１１ （賠償責任保険、医師賠償責任保険、看護職賠償責任保険、サイバー保険、
動産総合保険、費用・利益保険）

❶ 基本補償（賠償・見舞費用）

❷ 個人情報漏えい対応補償　 ❸ 施設の什器・備品損害補償

▶保険金額

身体賠償（１名・１事故）
基本補償（A型）
2億円・10億円 2億円・10億円
2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

死亡時 100万円
入院時 1.5～7万円
通院時 1～3.5万円

見舞費用付補償（B型）

財物賠償（１事故）
受託・管理財物賠償（期間中）
うち現金支払限度額（期間中）
人格権侵害（期間中）

2,000万円 2,000万円徘徊時賠償（期間中）
身体・財物の損壊を伴わない経済的損失（期間中）

事故対応特別費用（期間中）
被害者対応費用（１名につき）

傷害見舞費用

賠
償
事
故
に
対
応

お
見
舞
い
等
の
各
種
費
用

1事故10万円限度 1事故10万円限度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

❶ 職員の労災上乗せ補償　
使用者賠償責任補償

❷ 役員・職員の傷害事故補償

❸ 役員・職員の感染症罹患事故補償
❹ 雇用慣行賠償補償

（SJ23-11446より抜粋）

▶年額保険料（掛金）

基
本
補
償（
A
型
）

見
舞
費
用
付
補
償（
B
型
）

定　　員 基本補償（A型）

35,000～61,460円
68,270～97,000円

1,500円

1～50名
51～100名

以降1名～10名増ごと

基本補償（A型）
保険料

【見舞費用加算】
定員１名あたり
入所：1,300円
通所：1,390円

●オプション１ ●訪問・相談等サービス補償
●オプション２ ●医務室の医療事故補償 ●看護職の賠償責任補償
●オプション３ ●借用不動産賠償事故補償
●オプション４ ●クレーム対応サポート補償

保険期間１年

令和６年度



ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和６年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

〈SJ23-11315より抜粋〉

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

＜重 要＞

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円
補償開始日から補償（＊）

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

＊特定感染症についても10日間の免責期間がなくなり、補償開始日から補償対象となります。
　なお、令和5年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は補償対象外となりました。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が5類感染症に変更されたことに伴い、「特定感染症重点プラン」を廃止して2つのプランとします。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ

しせつの損害補償
社会福祉施設総合損害補償

ホームページでも内容を紹介しています
https://www.fukushihoken.co.jp

◆加入対象は、社協の会員である社会福祉法人等が運営する社会福祉施設です。

スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

〈引受幹事
保険会社〉

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

プラン22 （普通傷害保険）

❶ 入所型施設利用者の傷害事故補償
❷ 通所型施設利用者の傷害事故補償
❸ 施設送迎車搭乗中の傷害事故補償

社会福祉法人役員等の賠償責任補償

プラン33
（労働災害総合保険、普通傷害保険、約定履行費用保険、雇用慣行賠償責任保険）

プラン44 （役員賠償責任保険）

プラン１１ （賠償責任保険、医師賠償責任保険、看護職賠償責任保険、サイバー保険、
動産総合保険、費用・利益保険）

❶ 基本補償（賠償・見舞費用）

❷ 個人情報漏えい対応補償　 ❸ 施設の什器・備品損害補償

▶保険金額

身体賠償（１名・１事故）
基本補償（A型）
2億円・10億円 2億円・10億円
2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

死亡時 100万円
入院時 1.5～7万円
通院時 1～3.5万円

見舞費用付補償（B型）

財物賠償（１事故）
受託・管理財物賠償（期間中）
うち現金支払限度額（期間中）

人格権侵害（期間中）

2,000万円 2,000万円徘徊時賠償（期間中）
身体・財物の損壊を伴わない経済的損失（期間中）

事故対応特別費用（期間中）
被害者対応費用（１名につき）

傷害見舞費用

賠
償
事
故
に
対
応

お
見
舞
い
等
の
各
種
費
用

1事故10万円限度 1事故10万円限度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

❶ 職員の労災上乗せ補償　
使用者賠償責任補償

❷ 役員・職員の傷害事故補償

❸ 役員・職員の感染症罹患事故補償
❹ 雇用慣行賠償補償

（SJ23-11446より抜粋）

▶年額保険料（掛金）

基
本
補
償（
A
型
）

見
舞
費
用
付
補
償（
B
型
）

定　　員 基本補償（A型）

35,000～61,460円
68,270～97,000円

1,500円

1～50名
51～100名

以降1名～10名増ごと

基本補償（A型）
保険料

【見舞費用加算】
定員１名あたり
入所：1,300円
通所：1,390円

●オプション１ ●訪問・相談等サービス補償
●オプション２ ●医務室の医療事故補償 ●看護職の賠償責任補償
●オプション３ ●借用不動産賠償事故補償
●オプション４ ●クレーム対応サポート補償

保険期間１年

令和６年度
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